
資料１－２
「平和の定着及び国の枠組み造り」に向けた我が国の支援
（アフガニスタン、東チモール、コソヴォの事例研究）

平成１４年７月 外務省

人的協力 物的協力 資金協力

「平和の定着」に向けた支援

平和・安全維持

－多国籍軍等 × × ○（一般） 同左（ ）
（ ）○ ○（アフガン関 同左

）連ではテロ特措法

－国連ＰＫＯ ○ △ ○

難民・国内避難 ○ ○ ○（自衛隊）
（ ）民支援 △（含む帰還再定住化 文民専門家

）支援

初期復旧支援 △ △ ○（ ） （ ）多国籍軍展開直後 同左

（ ）（ライフ・ライン復旧） ○ ○（一定期間後） 同左

地雷不発弾処理 △ ○ ○
(アフガンは近く派遣予定)

ＤＤＲ

－武装解除 △ △ △

－動員解除・戦 △ △ ○
闘員の社会復帰

選挙の監視管理 ○

「国の枠組み造り」に向けた支援

国内治安制度構 △ △ △（派遣）
（受け入れ） （アフガンでは現築 ） ○（警察・司法制度再建

在検討中）

行政・経済制度 ○ ○ ○（派遣）

（受け入れ）の構築 ○

民主的な政治過 ○ ○ ○
程 構築（含む選挙制度）

×：法的基盤がない場合
△：アフガン、チモール、コソヴォにおいて実績が未だないもの
○：アフガン、チモール、コソヴォの全て又はその一部において実績のあるもの
【人的協力】主に、①ＰＫＯ法に基づく部隊・要員派遣、②国際機関派遣法等に基づく国連ミッションへ
の職員派遣、③ＯＤＡの枠組みでの、開発調査団、専門家派遣、研修員受け入れ（技術協力 。）

【物的協力】主に、①ＯＤＡの枠組みでの、施設・機材供与（無償資金協力 、機材供与（技術協力 、②） ）
ＰＫＯ法に基づく物資協力。
資金協力 主に ①ＯＤＡの枠組みでの 国際機関への拠出 緊急・一般・草の根無償 ＮＧＯ支援 無【 】 、 、 、 、 （
償資金協力 、②非ＯＤＡでの国際機関への拠出）



（別添１）
「平和の定着及び国の枠組み造り」に向けた支援

（アフガニスタンのケース）
（ ：人的協力、□：物的協力、＄：資金協力）K
１ 「平和の定着」に向けた支援．
（１）平和・安全の維持（含む多国籍軍・ への参加等）PKO
□自衛隊艦船によるインド洋での米英軍への補給・輸送等 （テロ特措法）K 。
＜国連ミッション＞
高橋博史在ウズベキスタン大使館公使を上級政治顧問として へ派遣中。K UNAMA
【他の主要国の支援（例 】）
トルコ、英、独、仏等２１ヶ国がアフガン国際治安支援部隊（ ）へ計約５３００K ISAF
名以上 を派遣。（注：主導国交代のため現時点では通常より増大）

（２）難民・国内避難民への支援（含む帰還・再定住化支援）
□ （パキスタンにおけるアフガニスタン難民支援）へテント、毛布等を譲渡K UNHCR
し、右を自衛隊機により輸送 （国際平和協力法）。
□ へのテント、毛布等を自衛隊艦船で輸送し、パキスタンにて譲渡 （テロK UNHCR 。
特措法）
＄昨年９月末の国連ドナー・アラートに応え、 、 、 、 等の国際機UNHCR WFP IOM ICRC
関へ計１億２２１万ドル拠出。更に、 によるアフガニスタン難民支援活動にUNHCR
対して１，０００万ドルを拠出（平成１４年度通常拠出 。）
＄難民・避難民への支援活動を行う我が国及びアフガンＮＧＯに、それぞれ約６億３０
００万円、８．９万ドルを供与（草の根無償、緊急無償 。）
【他の主要国の支援（例 】）
＄緊急食料援助として、米５２６０万ドル、欧州委員会９２０万ドル資金協力。
独ＧＴＺ（支援法人）は、配給センターの運営並びに食糧等生活物資の配給。K

（３）初期復旧支援（紛争で破壊されたライフ・ライン復旧）
カブール市緊急復興支援開発調査団を派遣 （保健・医療施設の修復、学校の施設復K 。
旧等クイック・プロジェクトも実施 ）。
□アフガン暫定政権（ ）へ医療機材・医薬品等購入資金１６億７００万円供与 （無AIA 。
償資金）
＄ （復旧と雇用に係わるプログラム（ ）へカブール分３００万ドル、カンUNDP REAP）
ダハル分３００万ドル拠出。
＄ （小児感染症予防計画 「 」キャンペーン）へ約６億７０００UNICEF Back to School、
万円を拠出（緊急無償 。）
＄保健・医療、衛生関連のＮＧＯ（３団体）に計１８．４万ドル供与（草の根無償 。）
【他の主要国の支援（例 】）
＄ より （復旧と雇用に係わるプログラム（ 、ジャララバード ）へ１５EU UNDP REAP ）
０万ユーロを拠出。

（４）地雷・不発弾処理等への対応
アフガニスタン地雷対策計画（ＭＡＰＡ）に日本人職員派遣決定。K
□ＵＮＤＰ地雷除去関連機材整備支援へ１５４０万ドル拠出。
＄ （義肢作成・地雷啓発活動支援 、 へ３８２万ドル拠出。ICRC OCHA）
＄地元ＮＧＯ（カブール空港・周辺の地雷除去）へ８．２万ドル供与（草の根無償 。）
【他の主要国の支援（例 】）
＄地雷探査・除去関連支援として欧州委員会９１０万ドル、加２５０万ドル、ベルギー
１００万ドル供与。

（５）ＤＤＲ（小型武器回収を含む）
（参考：復員兵の登録・職業訓練等を行う「 」プロジェクトの策定をRegister For Peace
提案。現在、 のとりまとめ案が提示され具体的な検討を行っているところ ）UNAMA 。
【他の主要国の支援（例 】）
＄ノルウェーが３００万ドル供与。

（６）選挙の監視・管理
田中浩一郎国際開発センター主任研究員を緊急ロヤ・ジェルガ構成員選出プロセスにK
対する国際監視団の一員として派遣。
【他の主要国の支援（例 】）



各国が上記国際監視団に要員を派遣。K

２ 「国の枠組み作り」に向けた支援．
（１）国内治安制度構築（含む警察・司法制度再建）
□ワイヤレス通信機器・車輌の供与等につき検討中 （一般無償）。
【他の主要国の支援（例 】）
独は 全国３２県より１００名ずつカブールに集め訓練する計画を有し ２５名の 指K 、 、 「
導官」訓練を実施済み。
□独ＧＴＺは、法務省、最高裁等へ機材供与。
＄独は に「法と秩序基金 」を設置。UNDP Law and Order Trust Fund）
米国主導でアフガン国軍の再建。K

（２）政治・経済・行政制度一般の構築
＜派遣＞
教育省、女性省及び保健省に対し短期専門家（政策アドバイザー）を派遣。K
＜受け入れ＞
２００２年度に最大６０名の研修員を受け入れ予定。K
□ の公用車購入資金として１億９１０万円を供与 （緊急無償）AIA 。
＄行政経費等を対象とした 「アフガニスタン暫定政権基金 （ ）へ１００万UNDP AIAF」
ドル拠出。
【他の主要国の支援（例 】）
＄ に欧州委員会（２０００万ドル 、蘭（８００万ドル 、独（６６０万ドル 、ノAIAF ） ） ）
ルウェー（６００万ドル 、米（４００万ドル 、英（３７０万ドル）等がプレッジ。） ）
＄移行政権の経常経費及び開発予算に充当される世銀基金（ ）へ、英（１億ポンARTF
ド 、蘭（３５００万ユーロ 、欧州委員会（３０００万ユーロ 、独（１０００万ユ） ） ）
ーロ 、伊（７００万ドル 、米（５００万ドル）等がプレッジ。） ）

（３）民主的な政治過程（含む選挙制度）構築
（ ） （ ）。□＄ へ緊急ロヤ・ジェルガ ＥＬＪ 実施関連資金２７０万ドル供与 緊急無償UNDP

□ＥＬＪ全国中継放送支援のための衛星放送用機材供与及び技術協力。K
【他の主要国の支援（例 】）
＄ＥＬＪ関連費用として 独 ３５０万ドル カブールでのＥＬＪ開催ロジ費用 米 ３、 （ 、 ）、 （
００万ドル、ＥＬＪ出席者用ヘリ・リース等 、ＥＵ（１９０万ドル）等供与。）
□独ＧＴＺ（支援法人）がＥＬＪ開催のロジ支援。K

３．その他
（１）支援全般に関する調整の促進
アフガニスタン復興支援国際会議を本邦にて開催。国際社会全体で、２００２年分にK
ついては１８億ドル以上、累計合計額４５億ドル以上の支援が表明された。
【他の主要国の支援（例 】）
治安会合（米、加：ジュネーブ、パリ 、警察会合（独：ベルリン 、麻薬会合（英：K ） ）
ロンドン 、アフガニスタン支援グループ（ＡＳＧ）会合（ノルウェー：ジュネーブ））
等開催。

（２）中長期的復興・開発
＄我が国は、アフガン復興支援国際会議において、向こう２年半の間に最大５億ドルま
での支援、最初の１年間に最大２．５億ドルまでの支援の用意を表明。
＄ＵＮＥＳＣＯによるカブール大学コンピューター訓練センター設立計画等に対し、１
０万ドルを供与（我が国がユネスコに設置した人的資源開発信託基金を使用 。）
【他の主要国の支援（例 】）
＄アフガニスタン復興支援国際会議にて、国際社会全体で、２００２年分については１

、 。 （ ）８億ドル以上 累計合計額４５億ドル以上の支援が表明された 了



（別添２）
「平和の定着及び国の枠組み造り」に向けた支援

（東チモールのケース）
（ ：人的協力、□：物的協力、＄：資金協力）K
１ 「平和の定着」に向けた支援．
（１）平和・安全の維持（含む多国籍軍・ への参加等）PKO
＜多国籍軍＞
＄開発途上国の多国籍軍への参加促進のため多国籍軍信託基金に対し１億ドルを拠出。
【他の主要国の支援（例 】）
豪州、タイ等２３ヶ国が東チモール多国籍軍（ ）へ９９年９月より約１万K INTERFET
２０００名を派遣。
＜国連 ＞PKO

及び に対し自衛隊施設群６８０名及KUNTAET UNMISET（ の後継ミッションとして２００２年５月設立）UNTAET
び司令部要員１０名を派遣 （国際平和協力法）。
（ ： の前身である には文民警察３名派遣 （国際平和協力法 ）K UNTAET UNAMET 。 ）
【他の主要国の支援（例 】）
豪州、タイ、 、韓国、ポルトガル等４８ヶ国が ・ に軍事監視要K NZ UNTAET UNMISET
員（約１２０名 、文民警察要員（約１２００名 、部隊要員（約８０００名）派遣。） ）

（２）難民・国内避難民への支援（含む帰還・再定住化支援）
□医薬品を供与（医療特別機材供与 。）
□東チモール避難民のためテント、毛布等を へ譲渡し、上記物資を自衛隊機K UNHCR
により輸送 （国際平和協力法）。

（９９年～現時点）＄ 、 、 、 等の国際機関へ計約３８６０万ドル拠出UNHCR WFP IOM ICRC 。
＄わが国 ５団体（医療等緊急人道支援事業）へ計４４００万円を拠出。NGO
＄インドネシア（西チモールでの難民問題解決）へ約５３９万ドルに拠出 （緊急無償）。
【他の主要国の支援（例 】）
＄国際社会全体で１億７０００万ドルの人道支援を実施。

（３）初期復旧支援（紛争で破壊されたライフ・ライン復旧）
□緊急復興社会基盤整備計画調査等インフラ復旧のため開発調査団３件派遣 （導水K 。
管リハビリ、路肩側溝維持工事等クイック・プロジェクトも実施。機材も一部供与 ）。

・ で自衛隊施設部隊が橋梁・道路等維持修理。KUNTAET UNMISET
、 、 、 。（ ）＄道路 水道 電力施設 港湾施設など８案件に総額約３１８９万ドル拠出 緊急無償

【他の主要国の支援（例 】）
＄ による橋梁・道路等修復へバングラディシュ、パキスタンが部隊派遣。UNTAET

（４）地雷・不発弾処理等への対応
（ 。 。）東チモールでは地雷処理の必要は特になし 不発弾処理は国連 が主導して実施PKO

（５）ＤＤＲ（小型武器回収を含む）
＄退役軍人の再雇用訓練のための「地域開発センター」を支援 （草の根無償）。
【他の主要国の支援（例 】）

、 。＄世銀及び米国が 元ファリンテル兵士の除隊を促進するための プログラムを支援IOM

（６）選挙の監視・管理
憲法制定議会選挙及び大統領選挙に対し選挙監視団を派遣 （国際平和協力法）K 。
【他の主要国の支援（例 】）
豪州、米、ポルトガル、 を始めとする国・国際機関が憲法制定議会選挙及び大統K EU
領選挙に選挙監視団を派遣。

２ 「国の枠組み作り」に向けた支援．
（１）国内治安制度構築（警察・司法制度再建）
＜受け入れ＞
東チモールからの警察官養成研修員受け入れ。K
インドネシアにおける東チモールの法曹関係者第三国研修。K
【他の主要国の支援（例 】）
米、豪、蘭等が法曹関係者の訓練に対する支援を実施。K
豪、ポルトガル主導で東チモール国軍創設支援。K



（２）政治・経済・行政制度一般の構築
＜派遣＞

UNTAETK開発・人道担当特別顧問として高橋昭氏 鈴木信一氏 共にＪＩＣＡ幹部 を、 （ ）
。 （ ） 。に派遣 今後 副代表として長谷川祐弘氏 前 東京事務所長 を派遣UNMISET UNDP
に外務省より派遣された民政官を含む計１６名の邦人職員が勤務。KUNTAET

＜受け入れ＞
東チモールからの研修員受け入れ。K
シンガポール、マレイシア等での第三国研修（英語研修、農業、水産等 。K ）
＄ 信託基金（ の行政経費を手当）に対し９００万ドルを拠出。UNTAET UNTAET
＄ の技術支援（財政当局・中央銀行設立）に約６５万ドルを支援。IMF
【他の主要国の支援（例 】）
ポルトガル（公務員教育 、豪州（外交教育、財政、英語、保健 、米国（ガヴァナンK ） ）
ス強化 、英国（外交官教育）等が支援を実施。）

（３）民主的な政治過程（含む選挙制度）構築
選挙広報調査団派遣及び選挙広報用の教材作成支援のための技協専門家派遣。K
＄ （憲法制定議会選挙支援）へ１１９万ドルを拠出 （緊急無償）UNDP 。
＄ （独立選挙委員会）主催選挙セミナーに４万７千ドルを拠出 （我が国が国UNTAET 。
連に設置した国連予防外交協力信託基金）
【他の主要国の支援（例 】）

、 、 。＄憲法制定議会選挙の円滑な実施のために 豪州 ポルトガル等１１ヶ国が支援を実施
＄米国が、民主化促進のために 支援を実施。NGO

３．その他
（１）支援全般に関する調整の促進
第１回東チモール支援国会合を本邦にて開催。K
【他の主要国の支援（例 】）
その後、リスボン（第２回 、ブラッセル（第３回 、キャンベラ（第４回 、オスロK ） ） ）
ー（第５回 、ディリ（第６回）で開催。）

（２）中長期的復興・開発
＄第１回支援国会合で、支援国で最大の３年間で１億ドルの復興開発支援を表明し、農
業、インフラ復旧、人材育成を重点分野として着実に支援を実施してきた他、第６回
会合において、更に、３年間で約６０００万ドルを上限とする支援を表明。
＄世銀東チモール信託基金（インフラ復旧・整備等を目的）へ２８００万ドル拠出。
【他の主要国の支援（例 】）
＄第１回支援国会合で、国際社会全体で、人道・復興支援に必要な５億２０００万ドル
の支援を表明。

、 、 、＄世銀東チモール信託基金に ポルトガル３０００万ドル 欧州委員会４２００万ドル
豪１２００万ドル拠出。

（了）



（別添３）
「平和の定着及び国の枠組み造り」に向けた支援

（コソヴォのケース）
（ ：人的協力、□：物的協力、＄：資金協力）K
１ 「平和の定着」に向けた支援．
（１）平和・安全の維持（含む多国籍軍・ への参加等）PKO
＜多国籍軍＞
【他の主要国の支援（例 】）
人道的惨事の回避を目的とした のユーゴ空爆に米・英が中心に参加。K NATO
中心に２８ヶ国がコソヴォ及び周辺に展開された国際安全保障部隊( )へ約KNATO KFOR

５万名を派遣 （現在は約３万８千名。内訳は、米７０００名、独５８００名、仏４７。
００名、伊４５００名、英３９００名、加８００名他）
＜国連 ＞PKO
岡村善文在インド大使館参事官を首席政務官として へ派遣。K UNMIK
【他の主要国の支援（例 】）
４９カ国が国連コソヴォ暫定行政ミッション（ＵＮＭＩＫ）国際警察に計４５００名K
を派遣 （内訳は、米５５０名 。印５００名、ジョルダン４５０名、独４００名他）。 、

（２）難民・国内避難民への支援（含む帰還・再定住化支援）
（ ） 、 、□ＵＮＨＣＲ 周辺国(ﾏｹﾄﾞﾆｱ､ｱﾙﾊﾞﾆｱ)におけるコソヴォ難民支援 に対しテント 毛布

スリーピングマットを譲渡 （国際平和協力法）。
＄ＵＮＨＣＲ、ＷＦＰ等に対して総額７７００万ドルを拠出。
＄我が国ＮＧＯ（コソヴォで難民支援）に対して２１４万ドルを供与（緊急無償 。）
【他の主要国の支援（例 】）
＄第１回コソヴォ支援国会合（９９年７月）において、人道支援として２．４５億ドル
の資金需要があるとされ、各国がプレッジを行った。

（３）初期復旧支援（紛争で破壊されたライフ・ラインの復旧）
＄ 、 （住居復旧）へ約１７００万ドル拠出。UNMIK UNHCR
＄「人間の安全保障基金」にコソヴォ向けとして５１８１万ドルを拠出（住宅、電力、
学校、病院、煉瓦工場等の案件 。）
【他の主要国の支援（例 】）

、 。＄紛争直後の９９年の緊急復興支援の資金需要は３億ドルとされ 各国が支援を行った
ＫＦＯＲによる橋梁・道路修復へ米、英、独、仏、伊等が部隊を派遣。K

（４）地雷・不発弾処理等への対応
＄我が国ＮＧＯ（地雷除去及び地雷回避教育）へ約３３９０万円資金協力 （ＮＧＯ緊急。
活動支援無償）
【他の主要国の支援（例 】）
＄欧米諸国（米、加、英、独、蘭等）が計２８００万ドル資金支援。

（５）ＤＤＲ（小型武器回収を含む）
＄ＩＯＭ（元コソヴォ解放軍( )兵士社会復帰計画）へ４００万ドル拠出。KLA
【他の主要国の支援（例 】）
ＫＦＯＲによる小型武器回収に米、英、独、仏、伊等が部隊派遣。K

（６）選挙の監視・管理
コソヴォ議会選挙の際、欧州評議会選挙監視団へ要員派遣 （国際平和協力法）K 。
コソヴォ市町村選挙及び議会選挙の際 選挙専門家をＯＳＣＥミッションへ派遣 外K 、 。（
務省設置法に基づく外務大臣委嘱）
【他の主要国の支援（例 】）
ＯＳＣＥによる選挙実施及び欧州評議会による選挙監視活動に英、米、伊、スイス等K
の諸国が要員を派遣。

２ 「国の枠組み作り」に向けた支援．
（１）国内治安制度構築（警察・司法制度再建）
【他の主要国の支援（例 】）
＄ＯＳＣＥによるコソヴォ警察学校に対し、米、加、独、スイス、英、デンマークが計
６４００万ドル資金支援。

、 、 、 。＄司法制度再建のため英 加 欧州委員会 スイス等欧米諸国が計３５００万ドル拠出



欧米諸国より法律専門家派遣及び警察学校への教官派遣。K

（２）政治・経済・行政制度一般の構築
＜派遣＞
ＵＮＭＩＫ及びコソヴォの国際機関に、外務省より派遣された民政官を含む約１０名K
の邦人職員が勤務。
＄ＵＮＭＩＫの行政経費を手当する「コソヴォ予算」に７３０万ドル拠出。
＜受け入れ＞
コソヴォからＪＩＣＡ研修員を受入れ。K
【他の主要国の支援（例 】）
米がＵＮＭＩＫ首席副上級代表を派遣。K
ＵＮＭＩＫにおいてＯＳＣＥが組織制度構築ピラー、ＥＵが経済復興ピラーを担当。K
＄「コソヴォ予算」に国際社会全体で２億１５００万ドル拠出（９９年～２００１年度

（欧州委員会７５００万ドル、蘭３０００万ドル、米２８００万ドル、英１８００万ドル他）分） 。

（３）民主的な政治過程（含む選挙制度）構築
＄ＵＮＭＩＫ／ＯＳＣＥ（コソヴォ市町村選挙実施）へ１０４万ドル拠出（緊急無償 。）
【他の主要国の支援（例 】）
＄欧米諸国がＯＳＣＥコソヴォ・ミッションに資金的支援 （例えば、市町村選挙の際、。
選挙プロセスや政党への支援として、米１４０万ドル、 ２４万ユーロを支援 ）EU 。

３．その他
（１）支援全般に関する調整の促進
南東欧安定協定を補完する観点から、２０００年に南東欧ハイレベル会議、２００１K
年に「南東欧教育・文化遺産保護セミナー」を本邦開催しコソヴォからも代表招致。
【他の主要国の支援（例 】）
欧州委と世銀が、計３回（９９年７月、９９年１１月、２００１年２月）のコソヴォK
支援国会合を開催。

（２）中長期的復興・開発
＄第１回コソヴォ支援国会合において、それまでの２億ドルに加え、新規拠出として２
０００万ドル（周辺国支援含む）の拠出を表明。
【他の主要国の支援（例 】）
＄第１回コソヴォ支援国会合において、人道支援及び緊急復興支援として、国際社会全
体で２１億ドルの支援を表明 更に、第３回コソ。（世銀６０００万ドル、欧州委員会４億９２００万ユーロ、米５億ドル他）
ヴォ支援国会合において、独が１億ユーロ、スイスが６０００万ユーロの復興・開発
支援を新規表明。

（了）


